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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第93期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第94期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第93期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (百万円) 22,234 17,410 91,812

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 1,285 △636 5,293

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(百万円) 670 △559 2,214

純資産額 (百万円) 81,576 74,731 75,394

総資産額 (百万円) 111,231 101,234 102,192

１株当たり純資産額 (円) 1,004.53 963.66 972.08

１株当たり四半期
(当期)純利益又は四半
期純損失(△)

(円) 8.34 △7.31 28.14

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 8.34 ― ―

自己資本比率 (％) 72.6 72.9 72.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,483 4,492 6,232

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,427 △1,463 △2,453

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,043 △853 △5,692

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 18,122 18,816 16,708

従業員数 (名) 3,831 3,906 3,804

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第94期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半

期純損失であり、潜在株式が存在しないため、また、第93期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はあ

りません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 3,906

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 2,135

(注)　従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

時間情報システム事業 3,320 △39.0

環境関連システム事業 2,552 △28.2

合計 5,872 △34.7

(注)　１　金額は、平均販売価格によっております。
 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

製品は見込み生産でありますが、一部製品に付帯する部品等は受注に応じて生産しております。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

時間情報システム事業 13,117 △15.8

環境関連システム事業 4,293 △35.4

合計 17,410 △21.7

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、内外の在庫調整の進捗を主因に生産・輸出に一部

持ち直しの兆しが見られるものの、企業収益の大幅な悪化、設備投資の抑制、雇用・所得環境の更なる落

込みなど、依然として厳しい状況が続いております。

このような経営環境下にあって、当社グループは、新中期経営計画に基づく連結成長戦略のもと、市場

・プロダクトのグローバル展開、総合提案ビジネスの拡大に取り組むとともに、徹底的な顧客ニーズの掘

り起こしに注力し、また、全社一丸となって原価低減、販管費抑制に努めました。しかしながら、顧客の設

備投資意欲減退による需要減少の影響は当社の想定を大きく上回るものとなりました。

業績については、売上高は174億10百万円(前年同四半期比 21.7％減)、営業損失７億30百万円(前年同

四半期は10億41百万円の営業利益)、経常損失６億36百万円(前年同四半期は12億85百万円の経常利益)、

四半期純損失５億59百万円(前年同四半期は６億70百万円の四半期純利益)となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

時間情報システム事業

当事業部門の売上高は、131億17百万円で、前年同四半期比24億69百万円の減収(前年同四半期比

15.8％減)となりました。

情報システムは、国内は景気悪化の影響により企業のIT投資への抑制が続く中、需要が低迷いたし

ました。海外は、欧州はフランスのホロスマート社が現地通貨ベースでは増収となりましたが、為替

換算レートの変動により円ベースでは減収となり、全体では29.1％の減収となりました。

時間管理機器は、国内・海外ともにタイムレコーダーの需要に底入れの兆しが見えないまま低調

に推移し、32.3％の減収となりました。

パーキングシステムは、国内は緩やかながらも受注状況は回復傾向を示し、底打ち感が出てきまし

たが、大型物件の減少などにより減収となりました。海外は、北米は期初の受注残もあって増収、欧州

はアマノ タイム＆パーキング スペイン社が新規連結となったことにより増収、アジアは韓国が現

地通貨ベースでは増収となりましたが、為替換算レートの変動により円ベースでは減収となり、全体

では5.6％の減収となりました。

　

環境関連システム事業

当事業部門の売上高は、42億93百万円で、前年同四半期比23億54百万円の減収(前年同四半期比

35.4％減)となりました。

環境システムは、国内では、設備投資が大幅に減少しており、汎用機部門、大型システム部門ともに

大幅減収となりました。海外は、アジア地域における日系企業からの需要減少が続き、全体では

44.8％の減収となりました。

クリーンシステムは、国内、海外ともに低調に推移し、17.0％の減収となりました。

　

(2) 財政状態の分析

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、1,012億34百万円と前連結会計年度末に比べ９億58百

万円減少いたしました。これは、主に、受取手形及び売掛金の減少等により、流動資産が８億54百万円減少

したことによるものであります。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、265億３百万円と前連結会計年度末に比べ２億94百

万円減少いたしました。これは、主に、長期未払金の減少等により、固定負債が２億69百万円減少したこと

によるものであります。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、747億31百万円と前連結会計年度末に比べ６億63

百万円減少いたしました。これは、主に、利益剰余金が四半期純損失の計上や配当金の支払により17億24

百万円減少したことによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、188億16百万円と前連結会計年度

末に比べ21億７百万円増加いたしました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、44億92百万円となり前年同四半期に比べ20億８百万円増加い

たしました。これは主に、税金等調整前四半期純損失６億23百万円を計上したものの、売上債権の減少49

億46百万円、減価償却費10億96百万円等が計上されたことによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、△14億63百万円となり前年同四半期に比べ36百万円減少いた

しました。これは主に、定期預金の払戻しによる収入８億11百万円が計上されたものの、有形固定資産の

取得による支出６億97百万円、定期預金の預入れによる支出９億87百万円、無形固定資産の取得による支

出４億74百万円等が計上されたことによるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、△８億53百万円となり前年同四半期と比べ１億90百万円増加

いたしました。これは主に、親会社による配当金の支払額７億89百万円等が計上されたことによるもので

あります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等(会社法施行規則第127条各号に掲げる事項)は次のとおりであります。

株式会社の支配に関する基本方針

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、安定的かつ持続的な企業価値の向上が当社の経営にとって最優先課題と考え、その実現に

日々努めております。したがいまして、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当

社の経営理念、企業価値の様々な源泉、当社を支える顧客、取引先及び従業員等のステークホルダーと

の信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を中長期的に確保・向

上させる者でなければならないと考えております。

上場会社である当社の株式は、株主及び投資家の皆様による自由な取引に委ねられているため、当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様のご意思に基づき決

定されることを基本としており、会社の支配権の移転を伴う大量買付けに応じるか否かの判断も、最

終的には株主の皆様全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株券

等の大量買付けであっても、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するものであれば

これを否定するものではありません。

しかしながら、事前に当社取締役会の賛同を得ずに行われる株券等の大量買付けの中には、その目

的等から見て企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の

皆様に株式の売却を事実上強制するおそれがあるもの、対象会社の取締役会が代替案を提案するため

の必要十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をも

たらすために買収者との協議・交渉を必要とするものなど、対象会社の企業価値ひいては株主の皆様

の共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

当社は、このような当社の企業価値や株主の皆様の共同の利益に資さない大量買付けを行う者が、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付け

に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同
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の利益を確保する必要があると考えております。

２．当社の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、会社支配に関する基本方針の実現に資する取組みとして、下記３．に記載するもののほか、

当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保・向上させるため、次の取組みを行っており

ます。これらの取組みは、上記１．の当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針の実現に資するものと考えております。

①当社における当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上に向けた取組みにつ

いて

当社は、昭和６年、国産初のタイムレコーダーの製造を目的として創業いたしました。以来、当社

は、人を取り巻く「時間と環境」の事業領域に徹し、「人と時間」「人と環境」を企業テーマに掲

げ、「顧客第一主義」の下、就業・給与システムや駐車場管理機器などの時間情報システム事業と

集塵機・集塵装置、清掃機器などの環境関連システム事業のトップメーカーとして、社会に役立つ

さまざまな製品やソフトウェアなどを開発・製造し、当社を支える顧客、取引先及び従業員等の、多

くのステークホルダーからの厚い信頼と高い評価の中、業績を伸ばすことにより、当社の企業価値

の向上に努めてまいりました。

また、当社グループは、企業価値のさらなる向上を図るべく、「持続的成長と収益性の向上」をコ

ンセプトに新たな成長に向けて、平成20年４月から３ヵ年の新中期経営計画をスタートさせまし

た。当該計画は、当社グループ連結経営体制を一層強化し、各事業におけるグローバル展開を加速さ

せ、事業領域の拡大と新市場創造、コスト競争力の強化、合わせて、品質・サービス体制強化による

顧客満足度の向上などを積極的に推進させるものであり、当社は、当該計画達成に向けグループを

挙げて取り組んでまいります。当該計画を実現することが、当社の企業価値ひいては株主の皆様の

共同の利益の確保・向上に資するものと考えております。

②コーポレート・ガバナンスについて

当社及び当社グループ各社は、当社の企業価値の継続的な向上を図り、一層信頼される企業を目

指すべく、企業倫理と経営の健全性の向上に努め、コーポレート・ガバナンスに重点を置いた経営

に徹しております。

当社は、これまで、これらを実践・推進するため、当社の組織、運営体制を確立させ、事業活動の推

進や業務執行における法令遵守及び企業倫理に基づく行動を徹底してまいりました。

現在の組織、運営体制として、当社は、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じて機動的に臨時取

締役会を開催し、当社取締役会は、経営に関する重要事項を審議・決定するとともに、業務執行状況

の報告を受け、迅速に経営判断をすることができる体制となっております。

また、当社監査役会は、非常勤の社外監査役２名を含む監査役４名で構成されており、各監査役

は、取締役会に出席するほか、社内の各種委員会や会議にも積極的に参加し、取締役の業務執行を監

視することができる体制となっております。

さらに、当社は、コーポレート・ガバナンス体制強化の一環として、代表取締役３名と監査役４名

からなる「ガバナンス会議」を設置し、当社及び当社グループ経営における透明性、健全性及び法

令遵守徹底の更なる向上に努めております。

これらの組織、運営体制の確立により、当社は、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保し、公

正で透明性の高い経営を実現しております。

３．本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

当社取締役会は、上記の基本方針に照らし、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定
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が支配されることを防止するための取組みの一つとして、当社株式の大規模な買付けを行う際の一定

のルールを設ける必要があると考えました。

そこで、当社は、平成20年５月８日開催の当社取締役会において、当社株券等の大量買付行為への対

応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の導入を決議し、平成20年６月27日開催の当

社第92回定時株主総会において、本プランの継続導入に関し、株主の皆様にご承認いただいておりま

す。

本プランの詳細につきましては、平成20年５月８日付けプレスリリース「当社株券等の大量買付行

為への対応策（買収防衛策）の導入に関するお知らせ」（当社ホームページ掲載：http://www.

amano.co.jp/IR/pdf/20080508_baisyu-bouei.pdf）及び平成21年５月８日付けプレスリリース「株

券電子化に伴う「当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）」の修正に関するお知ら

せ」（当社ホームページ掲載：http://www.amano.co.jp/IR/pdf/20090508_baisyu-bouei.pdf）の本

文をご覧ください。また、以下で使用している「大量買付行為」及び「大量買付者」の内容は、本プラ

ンにおいて定義しておりますので、あわせてご確認ください。

４．上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

①基本方針の実現に資する特別な取組み（上記２．）について

上記２．「基本方針の実現に資する特別な取組み」に記載した各取組みは、当社の企業価値ひい

ては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的取組みとして策定さ

れたものであり、基本方針の実現に資するものです。

したがいまして、これらの各取組みは、基本方針に沿い、当社の株主の皆様の共同の利益を損なう

ものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み（上記３．）について

(ⅰ)当該取組みが基本方針に沿うものであること

本プランは、当社株券等に対する大量買付行為がなされた際に、当該大量買付行為に応じるべ

きか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や

時間を確保したり、株主の皆様のために大量買付者等と交渉を行うことなどを可能とすることに

より、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保するための取組みであり、基本方

針に沿うものであります。

(ⅱ)当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではないこと

当社は、以下の理由により、本プランは、当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではな

く、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

ア　買収防衛策に関する指針において定める三原則を完全に充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日付で発表した「企業価値・株主共同

の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」において定められた①企業価値・

株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則

の三原則を完全に充足しております。

イ　株主の皆様の意思の重視と情報開示

　本プランは、当社取締役会の決議に基づいて導入されるものでありますが、その継続にあたっ

ては、本プランについて株主の皆様の意思を反映するために、平成20年６月27日開催の当社第

92回定時株主総会において株主の皆様のご承認の下に本プランを継続導入しております。

また、本プランの有効期間満了前であっても、当社株主総会において、本プランを廃止する旨
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の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになっており、この点にお

いても、本プランの導入及び廃止は、株主の皆様の意思に基づく形になっております。

さらに、株主の皆様に、本プランの廃止等の判断及び大量買付行為に応じて当社株式の売却

を行うか否かについての判断を適切に行っていただくために、当社取締役会は、大量買付情報

その他大量買付者から提供を受けた情報を株主の皆様へ当社取締役会が適当と認める時期及

び方法により開示することとしております。

ウ　当社取締役会の恣意的判断を排除するための仕組み

a.独立性の高い社外者の判断の重視

当社は、本プランの導入にあたり、取締役会の恣意的判断を排除するために、独立委員

会を設置しております。

当社に対して大量買付行為がなされた場合には、当社取締役会の諮問に応じる形で、独

立委員会が、大量買付行為に対する対抗措置の発動の是非等について審議・検討した上

で当社取締役会に対して勧告し、当社取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊重した上

で決議を行うこととされており、取締役会の恣意的判断に基づく対抗措置の発動を可及

的に排除することができる仕組みが確保されております。

b.合理的な客観的要件の設定

本プランは、大量買付者が本プランにおいて定められた大量買付ルールを遵守しない

場合又は大量買付者が当社の企業価値を著しく損なう場合として合理的かつ詳細に定め

られた客観的要件を充足した場合にのみ発動することとされており、この点においても、

当社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を可及的に排除する仕組みが確保されてお

ります。

エ　デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社取締役会により廃止することができるものとされていることから、デッド

ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、その発動を阻止できな

い買収防衛策）ではありません。また、当社は、取締役の任期について、期差任期制を採用して

いないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行う

ことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
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(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は３億46百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループは、時間情報システム事業及び環境関連システム事業をグローバルに展開しております

が、売上高及び営業利益への貢献割合は時間情報システム事業が高くなっております。当社グループの業

績において高い割合を有する時間情報システム事業について、需要構造の激変等により新たな競争相手

の参入が予想され、その場合、競争相手が当社を凌駕する革新的な製品やソリューションをもって参入

し、当社グループの市場優位性が低下し、業績に大きな影響を与える可能性があります。

また、グローバルな事業展開に伴い、当社グループの業績は海外での取引を円換算する際に、為替相場

の変動による影響を受ける状況にあります。

システム・ソリューションの提案やASP(Application Service Provider)事業を展開するにあたり、顧

客の個人情報等の機密情報を取扱っております。そのため、「情報セキュリティ管理委員会」を設け、機

密情報管理体制の整備、社員教育の徹底、情報漏洩防止ソフトウェアの使用等による機密情報漏洩防止を

図る等、万全を期しておりますが、予期せぬ事態によりそれら機密情報への侵入及び漏洩が起きた場合に

は、信用の低下等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、「TIME & ECOLOGYの事業領域重視／本業強化」「得意な事業領域における

ニッチトップ」「不断のリストラ」「キャッシュ・フローをベースとした経営」の４つの基本戦略をも

とに、平成20年４月からの３ヵ年の「新中期経営計画」を新たに策定いたしました。

昨年の秋以降、米国のサブプライムローン問題に端を発する国際的な金融危機が世界規模で実体経済

に深刻な影響を及ぼし、本計画策定時点において想定していた経営環境が激変したため、当初設定いたし

ました平成23年３月期の数値計画売上高1,140億円、営業利益127億円については、改めて見直しをする予

定であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 185,476,000

計 185,476,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 81,257,82981,257,829

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元株式数 100株

計 81,257,82981,257,829― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

― 81,257 ― 18,239 ― 19,292

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッ

ドから平成21年６月10日付の大量保有報告書(変更報告書)の写しの送付があり、平成21年６月４日現在

で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として、当第１四半期会計期間末におけ

る当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

シルチェスター・イン
ターナショナル・インベ
スターズ・リミテッド

英国 ロンドン ダブリュー1ジェイ 6
ティーエル、 ブルトン ストリート1、
タイムアンドライフビル5階

11,052 13.60
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

4,656,800
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式
単元株式数 100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

76,491,200
764,912 同上

単元未満株式
普通株式

109,829
― 同上

発行済株式総数 81,257,829― ―

総株主の議決権 ― 764,912 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が10株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
アマノ株式会社

横浜市港北区大豆戸町
275番地

4,656,800 ― 4,656,8005.73

計 ― 4,656,800 ― 4,656,8005.73

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月

最高(円) 844 922 950

最低(円) 755 766 859

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期連結

財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当

第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受け

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,041 18,719

受取手形及び売掛金 19,002 23,651

有価証券 1,195 1,191

商品及び製品 3,372 2,987

仕掛品 826 539

原材料及び貯蔵品 2,965 2,957

繰延税金資産 1,507 1,313

その他 2,081 1,477

貸倒引当金 △206 △199

流動資産合計 51,785 52,639

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,639 10,975

機械装置及び運搬具（純額） 1,592 1,543

工具、器具及び備品（純額） 1,124 1,192

土地 7,171 7,156

リース資産（純額） 978 720

建設仮勘定 576 1,257

有形固定資産合計 ※1
 23,084

※1
 22,847

無形固定資産

のれん 7,471 7,401

ソフトウエア 4,092 4,357

ソフトウエア仮勘定 1,303 1,145

その他 659 631

無形固定資産合計 13,527 13,536

投資その他の資産

投資有価証券 4,554 4,524

長期貸付金 21 21

破産更生債権等 484 464

差入保証金 1,106 1,098

繰延税金資産 2,547 2,598

長期預金 1,822 2,114

その他 2,759 2,802

貸倒引当金 △459 △455

投資その他の資産合計 12,836 13,169

固定資産合計 49,448 49,552

資産合計 101,234 102,192
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,093 8,959

短期借入金 41 43

リース債務 397 173

未払法人税等 716 688

賞与引当金 842 1,667

役員賞与引当金 2 5

その他 10,066 8,645

流動負債合計 20,159 20,183

固定負債

長期借入金 34 －

長期未払金 640 932

リース債務 837 719

繰延税金負債 426 394

退職給付引当金 4,111 4,207

その他 292 359

固定負債合計 6,343 6,613

負債合計 26,503 26,797

純資産の部

株主資本

資本金 18,239 18,239

資本剰余金 19,567 19,567

利益剰余金 45,320 47,044

自己株式 △3,716 △3,715

株主資本合計 79,411 81,136

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △90 △303

為替換算調整勘定 △5,504 △6,370

評価・換算差額等合計 △5,594 △6,673

少数株主持分 914 932

純資産合計 74,731 75,394

負債純資産合計 101,234 102,192
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 22,234 17,410

売上原価 12,277 9,936

売上総利益 9,956 7,473

販売費及び一般管理費 ※1
 8,914

※1
 8,204

営業利益又は営業損失（△） 1,041 △730

営業外収益

受取利息 87 13

受取配当金 33 39

為替差益 76 8

持分法による投資利益 9 0

その他 106 66

営業外収益合計 313 128

営業外費用

支払利息 11 6

その他 57 27

営業外費用合計 69 33

経常利益又は経常損失（△） 1,285 △636

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 12 0

貸倒引当金戻入額 － 22

その他 1 －

特別利益合計 15 23

特別損失

固定資産除却損 5 5

投資有価証券評価損 － 5

関係会社出資金評価損 7 －

特別損失合計 12 10

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,288 △623

法人税等 ※2
 585

※2
 △88

少数株主利益 32 24

四半期純利益又は四半期純損失（△） 670 △559
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,288 △623

減価償却費 1,121 1,096

のれん償却額 222 178

退職給付引当金の増減額（△は減少） 75 △96

貸倒引当金の増減額（△は減少） △45 2

受取利息及び受取配当金 △121 △52

持分法による投資損益（△は益） △9 △0

支払利息 11 6

為替差損益（△は益） △68 △11

固定資産売却損益（△は益） － △0

固定資産除却損 5 5

投資有価証券売却損益（△は益） △12 △0

投資有価証券評価損益（△は益） － 5

関係会社出資金評価損益（△は益） 7 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,334 4,946

たな卸資産の増減額（△は増加） △749 △531

仕入債務の増減額（△は減少） △1,102 △924

その他 △1,020 577

小計 3,936 4,575

利息及び配当金の受取額 94 51

利息の支払額 △9 △10

特別退職金の支払額 － △30

法人税等の支払額 △1,537 △94

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,483 4,492

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △0

有形固定資産の取得による支出 △502 △697

有形固定資産の売却による収入 1 0

無形固定資産の取得による支出 △690 △474

投資有価証券の取得による支出 △581 △201

投資有価証券の売却による収入 20 50

投資有価証券の償還による収入 500 －

営業譲受による支出 △310 －

貸付金の回収による収入 2 1

定期預金の預入による支出 △592 △987

定期預金の払戻による収入 803 811

その他 △78 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,427 △1,463
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 － △0

長期借入れによる収入 94 32

長期借入金の返済による支出 △35 △12

自己株式の取得による支出 △0 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △58

配当金の支払額 △1,078 △789

少数株主への配当金の支払額 △22 △23

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,043 △853

現金及び現金同等物に係る換算差額 910 △178

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 923 1,997

現金及び現金同等物の期首残高 17,192 16,708

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 110

連結子会社と非連結子会社との合併による現金及び
現金同等物の増減額（△は減少）

6 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 18,122

※1
 18,816
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

アマノ タイム＆パーキング スペイン S.A.は重要性が増したた

め、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めている。

(2) 変更後の連結子会社数

28社

２　会計処理基準に関する事項の変更 (1) 工事契約に関する会計基準の適用

「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12

月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27日)を当第１四半期連結会計期間

より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、進

捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事

進行基準(工事の進捗率の見積は原価比例法)を、その他の工事契約

については工事完成基準を適用している。

なお、この変更による損益へ与える影響は軽微である。

(2) 在外子会社等の財務諸表項目の換算方法

在外子会社等の収益及び費用は、従来、在外子会社等の決算日の

為替相場により換算していたが、当第１四半期連結会計期間より

期中平均相場による換算に変更している。この変更は、在外子会社

等の重要性が増したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する

収益及び費用の各項目についてより実態に即した換算を行うため

に行ったものである。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結

会計期間の売上高は194百万円、売上総利益は98百万円、営業損失

は10百万円、経常損失は９百万円、税金等調整前四半期純損失は９

百万円、それぞれ減少している。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載してい

る。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」は、特別利益総

額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとした。なお、前第１四半期連結累

計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は１百万円である。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算定する方法によっている。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっ

ている。

２　固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定する方法によっている。

３　経過勘定項目の算定方法 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっている。

４　繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認めら

れる場合については、前連結会計年度決算において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングを利用している。

また、前連結会計年度末以降に経営環境等、又は、一時差異等の発生

状況に著しい変化が認められた場合については、前連結会計年度決算

において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著

しい変化の影響を加味したものを利用している。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算して

いる。また見積実効税率を使用できない場合は、税引前四半期純損益に

一時差異に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗

じて計算している。

なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示している。

　

【追加情報】

　

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　32,334百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　31,719百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　主な販売費及び一般管理費

賞与引当金繰入額 638百万円

役員賞与引当金繰入額 2

退職給付費用 288

給料及び手当 3,440

※１　主な販売費及び一般管理費

賞与引当金繰入額 545百万円

役員賞与引当金繰入額 2

退職給付費用 294

給料及び手当 3,192

貸倒引当金繰入額 24

※２　法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調

整額」を「法人税等」として一括掲記しておりま

す。

※２　　　　　　　　　同左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 21,207百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△3,085

現金及び現金同等物 18,122
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 21,041百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△2,225

現金及び現金同等物 18,816
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式 (株) 81,257,829

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式 (株) 4,657,668

　

　

３　新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 995 13平成21年３月31日 平成21年６月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの
　

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
時間情報
システム事業
(百万円)

環境関連
システム事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

15,586 6,647 22,234 ― 22,234

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 15,586 6,647 22,234 ― 22,234

営業利益 1,120 686 1,807 (765) 1,041

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　
時間情報
システム事業
(百万円)

環境関連
システム事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

13,117 4,293 17,410 ― 17,410

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 13,117 4,293 17,410 ― 17,410

営業利益又は営業損失(△) 110 △199 △88 (642) △730

(注)　１　事業区分は次により、時間情報システム事業と環境関連システム事業に区分しております。

連結財務諸表提出会社における販売及びメンテナンスに係る組織並びに活動から、販売活動費用が売上区分

では把握できないため、内部管理上の事業区分によりセグメンテーションしております。

　　　２　各事業区分の主要製品

　

事業区分 売上区分 主要製品

時間情報
システム事業

情報システム

就業情報システム　給与計算システム　人事情報システム　食堂
情報システム　入室情報システム　ICカードソリューションシス
テム　システムタイムレコーダー　就業／人事給与ASPサービス　
時刻配信・認証サービス

時間管理機器
PC接続式タイムレコーダー　時間集計タイムレコーダー　時刻記
録タイムレコーダー　電子タイムスタンプ　ナンバーリングマシ
ン　パトロールレコーダー

パーキングシステム

自動料金精算システム　入出庫管理システム　駐車場管制システ
ム　駐輪場システム　時間料金計算機(タイムレジ)　機械式立体
駐車場管理システム　インターネット駐車場情報案内サービス　
駐車場総合マネジメントサービス

環境関連
システム事業

環境システム

産業用掃除機　汎用電子集塵機　オイルミスト集塵機　ヒューム
コレクター　大型集塵システム　脱臭システム　高温有害ガス除
去システム　粉粒体空気輸送システム　環境設備監視／保全支援
システム　電解水除菌洗浄システム　アルカリ性電解水工業洗浄
システム

クリーンシステム
業務用掃除機　路面清掃機　自動床面洗浄機　高速バフィングマ
シン　ドライケアフロアクリンリネスシステム　カーペットフロ
アクリンリネスシステム　清掃ケミカル用品　清掃用具
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　　　３　会計方針の変更

(前第１四半期連結累計期間)

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、「時間情報システム事業」の営業利益が172百万円、「環境

関連システム事業」の営業利益が14百万円それぞれ減少しております。

(当第１四半期連結累計期間)

在外子会社等の財務諸表項目の換算方法

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より在外子会社等の収益及び費用は、期中平均相場による換算に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上高は「時間情報システム事業」が175百万円、「環境関

連システム事業」が19百万円それぞれ減少しております。また、営業利益は「時間情報システム事業」が

８百万円増加し、営業損失は「環境関連システム事業」が１百万円減少しております。

　　　４　追加情報

(前第１四半期連結累計期間)

有形固定資産の耐用年数の変更

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数について、当第１四半期連結会計期間より改正後の法人税

法に規定する耐用年数に基づき減価償却費を算定しております。

この結果、「時間情報システム事業」の営業利益が12百万円、「環境関連システム事業」の営業利益が９

百万円、「消去又は全社」の営業利益が０百万円それぞれ減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

16,4861,159 3,005 1,58222,234 ― 22,234

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

460 3 52 22 538 (538) ―

計 16,9461,162 3,058 1,60522,773(538)22,234

営業利益又は営業損失(△) 1,737 88 95 △61 1,859 (818) 1,041

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

12,654 849 2,592 1,31317,410 ― 17,410

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

328 6 41 9 385 (385) ―

計 12,982 856 2,634 1,32317,796(385)17,410

営業利益又は営業損失(△) △22 73 △36 △89 △75 (655) △730

(注)　１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1)　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2)　各区分に属する主な国又は地域

①　アジア……シンガポール・タイ・マレーシア・インドネシア・韓国・中国

②　北米………アメリカ・カナダ

③　欧州………フランス・ベルギー・スペイン

　　　２　会計方針の変更

(前第１四半期連結累計期間)

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、「北米」の営業利益が90百万円、「欧州」の営業利益が97百

万円それぞれ減少しております。

(当第１四半期連結累計期間)

在外子会社等の財務諸表項目の換算方法

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より在外子会社等の収益及び費用は、期中平均相場による換算に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上高は「アジア」が40百万円、「北米」が84百万円、「欧

州」が71百万円それぞれ減少しております。また、営業利益は「アジア」が３百万円減少し、営業損失は

「北米」が１百万円、「欧州」が４百万円それぞれ減少しております。

　　　３　追加情報

(前第１四半期連結累計期間)

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数について、当第１四半期連結会計期間より改正後の法人税

法に規定する耐用年数に基づき減価償却費を算定しております。

この結果、「日本」の営業利益が21百万円減少しております。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,310 3,008 1,618 41 5,979

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 22,234

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.9 13.5 7.3 0.2 26.9

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 876 2,596 1,313 32 4,819

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 17,410

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.0 14.9 7.5 0.2 27.7

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　　　２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1)　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2)　各区分に属する主な国又は地域

①　アジア……………シンガポール・タイ・マレーシア・インドネシア・韓国・中国

②　北米………………アメリカ・カナダ

③　欧州………………フランス・ベルギー・スペイン

④　その他の地域……中南米

　　　３　会計方針の変更

(当第１四半期連結累計期間)

在外子会社等の財務諸表項目の換算方法

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より在外子会社等の収益及び費用は、期中平均相場による換算に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上高は「アジア」が40百万円、「北米」が82百万円、「欧

州」が70百万円それぞれ減少しております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が

認められないため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が

認められないため、記載しておりません。

　

(ストック・オプション関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

963.66円 972.08円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 74,731 75,394

普通株式に係る純資産額(百万円) 73,816 74,462

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 914 932

普通株式の発行済株式数(千株) 81,257 81,257

普通株式の自己株式数(千株) 4,657 4,656

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

76,600 76,601

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期連結累計期間

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 8.34円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 8.34円

１株当たり四半期純損失(△) △7.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注) １　当第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

670 △559

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

670 △559

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円)
　 ― ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 80,390 76,600

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳
(百万円)

 
―

 
―

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(千株)

 
0

 
―

普通株式増加数(千株) 0 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、当四半期連結会計期間における

リース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月７日

アマノ株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　　木　　義　　則　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　種　　村　　　　　隆　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアマ

ノ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成

20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アマノ株式会社及び連結子会社の平成20年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、当

第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年７月30日開催の取締役会において、自己株

式を取得することを決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月６日

アマノ株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　　木　　義　　則　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　種　　村　　　　　隆　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアマ

ノ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アマノ株式会社及び連結子会社の平成21年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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